
 

 

飛騨市原油価格・物価高騰緊急対策 
第２弾 

 

市では、コロナ禍での原油価格・物価高騰の影響を強く受けている市民や事業者の方々

に丁寧なヒアリングを行い、その中で把握した市民生活や経済活動への様々な影響に対し

迅速に対応するため、６月に第１弾となる緊急対策を発表しました。 

その後も、国県の対策を確認しつつ更なるヒアリング等を続け、今回第２弾の緊急対策

を取りまとめました。 

 

１．国内の状況 

 

【物価動向】 

● ７月の消費者物価は前年比2.6％と引き続き高い伸び。上昇の内訳は、主に生鮮食品を除く

食料、携帯電話機。 

● エネルギーは電気代、都市ガス代の拡大幅が上昇したものの、ガソリンなどの上昇幅が縮小し、

エネルギー総合では変動なし。 

● コロナ前と比べ可処分所得は増えている一方、消費が減少。その結果、所得のうち消費に向け

る割合は総じて低下。 

● 物価上昇により、食料・光熱費等の生活必需品への支出がコロナ前を上回る一方、外食・宿

泊等への支出はコロナ前を下回り、節約志向の動きが見られる。 

● 世界同時的な回復や円安を背景とした輸出の増加などにより、製造業・大中堅企業の収益は

過去最高益を更新。価格転嫁が進む鉄鋼、輸出が好調な情報通信機械や業務用機械など

がけん引。 

【政府の新たな対応】 

● 現在の肥料原料価格の上昇を受けて、農産品全般の生産コスト１割削減を目指して、化学

肥料２割低減の取組を行う農業者の肥料コスト上昇分の７割を補填する新たな支援金の仕

組みを創設し、予備費において788億円を措置。 

 

２．市内の状況 

 

【市内ヒアリング結果】 

(1) 交通事業 

⚫ 燃料費が前年度比４～６月分までで約５割の上昇。今後も継続的に高騰するようであれば

採算が合わなくなる。 
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(2) 飲食店、食品製造・小売業 

⚫ 市内のコロナ感染者数の増加に伴い、飲食、土産物関係では客足の鈍化が見られる。 

⚫ 行動制限がないため、極端な落ち込みには至っていないものの、飲食業では業況が悪化してい

るところもあり、融資の条件変更の相談をされる事業所も出始めている。 

(3) 製造業 

⚫ コロナや原材料高の影響による追加融資などはまだないが、部品の納入遅れが深刻。 

(4) 金融機関 

⚫ 全般的に原材料費が上がっていることを理由に追加融資を受けたいという状況には至っていな

い。自己資金で対応している企業が多いが、市内事業者（製造業等）は下請け企業が殆ど

のため、価格転嫁できないと厳しい状況に陥ることが予想される。 

(5) 農林畜産業 

● 肥料価格が急騰していることに加え、新型コロナウイルスによる全国的な米需要の低下による令

和３年産の米価急落もあり、水稲生産農家に深刻な打撃となっている。 

(6) 公共事業 

⚫ 建設工事において、石油関連の高騰により８月からアスファルト合材、生コンクリートが４月に

比べ約１割値上がり。 

⚫ 工事用材料は、今後も値上がりする見込みで高止まりの状況ではない。 

⚫ スライド条項適用の相談件数はゼロの状況。 

(7) 市民生活に必要不可欠な事業 

⚫ 医療・介護施設・サービス等は、価格への転嫁が出来ないため、電気代等が全て高騰している

状況下では、電気を切る、冷房の温度を少し上げる等の節約により出来る限りの対応を実施し

ている。 

(8) 市民生活（年金生活世帯への聞き取り） 

⚫ 物が値上がりしても、必要なので買わなければならない。不足分は定期預金等を解約して充

当。老後の資金が減るので心配。 

⚫ 電気代等は節約しているが、ガスや電気などは生きるために必要なので限度がある。 

⚫ 生活必需品以外、余分な買物はしない。若い頃の衣服を繰り返し着ている。 

【市の対応】 

⚫ これまで実施してきた市新型コロナウイルス対策本部会議を改め、７月より「市コロナ・物価高

騰総合対策会議」とし、月２回開催。コロナの状況に加え、物価高騰に関する各分野へのヒア

リングを共有し、迅速に対策を講じることとした。 
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３．対策の考え方 

 

⚫ 全国規模の物価高騰下における市の責務である「国県の対策から漏れ落ちる分野

をカバーしセーフティネットを構築する」という方針のもと、新たな分野の国の支援内

容の決定にあわせ、そこから漏れている部分を支援するほか、一番お金がかかる外出や入浴を

減らすなど切り詰めた生活を余儀なくされている方々への支援を講じます。 

⚫ こうした対策に、予算総額約2.2億円を９月議会に上程し、その財源は、主に国コロナ交付金

を活用します。 

 

４．支援・対策 

 

市民生活への支援 

 

 ① 【新規】低所得世帯に対する灯油券の交付 

事業別説明資料P.7（予算：21,700千円） 

 
市民税非課税世帯を対象に市内の灯油販売店舗等で使える「冬の温(ぬく)とい暮らし灯油

券」を交付し、低所得世帯の家計を支援します。なお、現下の原油価格情勢に鑑み、世帯当たり

の支援額を令和３年度の１万円分から1.5万円分に拡充します。 

 

 ② 【新規】高齢者への温浴施設フリーパス券の交付 

事業別説明資料P.8（予算：10,000千円） 

 
70歳以上の市民を対象に、市内温浴施設の窓口等で提示することにより無料で入浴できるフ

リーパス券（10/11～3/31の期間限定）を交付します。また、温浴施設の無料期間に合わせ

て、地域の交流の場として各温浴施設で高齢者サロンを開催します。 

 

事業者への支援 
 

 ③ 【新規】医療・介護・福祉施設等における物価高騰への緊急支援 

事業別説明資料P.9（予算：36,000千円） 

 
医療機関や介護施設、在宅サービス、障がい福祉サービスなど価格転嫁対応ができない事業

者を対象とし、光熱費（電気・ガス・燃油）の増加額の1/2を支援するほか、介護・福祉サービス

の食材費の増加額を全額支援します。 

 
Ⅰ 
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 ④ 【新規】水稲生産者への肥料価格高騰支援 

事業別説明資料P.10（予算：25,000千円） 

 
水稲生産者のうち、国の肥料価格高騰対策事業の要件が満たせず国の支援が受けられない

農業者に対し、JA等との連携により肥料コスト増加分の最大1/2を助成し、水稲生産の事業継

続や経営安定化を図ります。 

 

公共施設及び公共工事への対応 
 

 ⑤ 【継続】市有施設における物価高騰分の対応 

（予算：117,673千円） 

 
市有施設における光熱費（電気・ガス・燃油）の増加分を予算増額します。 

 

（※特別会計・企業会計を含む） 

 

 ⑥ 【継続】公共工事における物価高騰分の対応 

（予算：11,022千円） 

 
市発注の公共工事（主に建築関連）の物価高騰にかかる増加分を予算増額します。 

 

 

 

 

※ 本資料に記載した施策は、市内の影響や国や県の今後の動向により、開始時期の変更や期間の延長等を検討します。 

 

５．今後の対応 

 

⚫ 指定管理施設の光熱費の高騰については、４～９月分の増加分全額の補填を検討しており、

12月補正で対応するよう調整しているところです。 

⚫ あわせて、公共交通における燃油費高騰の補填について、今年度の実績にあわせた支援を検

討しているところです。 

 

 

 
Ⅲ 
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（参考）既に実施中の緊急対策 第１弾 

 

⚫ 低所得者世帯等に対する国特別給付金の支給（国） 

⚫ 商工団体との連携による「家計応援プレミアム商品券」の発行 

⚫ いきいき券の追加交付による高齢者等の外出・生活支援 

⚫ 市立学校・保育園給食の食材費高騰に対する公費支援 

⚫ 移動・訪問系生活サービスの安定的な運営に対する支援 

⚫ 中小製造業の設備投資への支援 

⚫ 返済ゆったり資金等への借り換え支援の拡大 

⚫ 畜産農家に対する粗飼料の確保支援 

⚫ 地域の商業活性化に向けた販売促進の支援 

⚫ 電子地域通貨を活用した「飛騨市まるごと大売出し」の実施 

 

 

 

＜問合せ＞  企画部 総合政策課 0577-73-6558（直通） 
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北陸電力送配電の最終保障供給料金改定に伴う供給元切り替えについて 

総務部管財課 

・燃料価格高騰下において小売電気事業者の電気料金より最終保障供給料金の方が安価になる逆

転現象の是正のため、北陸電力送配電の最終保障供給料金が９月１日使用分（１０月請求分）

から改定する通知があった。 

・改定内容は、これまでの最終保障供給料金に、毎月変動する市場価格調整額が加算されるよう

になるもので、現状では実質的な値上げとなる。 

・現在、最終保障電力を受給している飛騨市の１５施設（指定管理施設含む）を、過去の実績に

基づいて試算すると、年間で約３７００万円の増加となる。 

・一方、現在北陸電力が受入れを行っている市場連動型プランに加入した場合、改定後の最終保

障電力と比較し年間で約２６０万円安価となる試算となった。 

・市場連動型のため、正確に将来の見込みを予測することは困難だが、今回の見直しの目的が最

終保障価格と小売事業者価格との逆転状態を是正するものであることから、北陸電力が受け入

れを行っている市場連動型プランに切り替えた方が有利であると考えられる。 

・以上より令和４年１０月１日使用分から北陸電力の市場連動型プランへ切り替える。 

年間電気料金試算表（単位：円） 

施設名 最終保障（改定前） 最終保障（改定後） 北電市場連動 
神岡振興事務所 11,566,799 15,413,707 14,917,808 
神岡小学校 3,449,392 4,404,051 4,190,162 
神岡中学校 3,389,725 4,349,162 4,232,640 
桜ケ丘体育館 4,075,790 4,848,641 4,564,987 
坂巻公園 594,565 622,323 514,643 
下小萱グランド 1,522,554 1,561,790 1,271,152 
飛騨みやがわ考古民俗館 1,079,099 1,312,527 1,253,497 
神岡町ふれあいセンター 2,420,371 2,899,220 2,728,412 
市民病院 27,598,221 37,514,538 38,067,494 
老人保健施設たかはら 11,380,738 15,518,656 15,834,517 
神岡給食センター 8,203,954 10,427,735 9,375,553 
神岡浄化センター 9,743,484 13,773,604 13,647,277 
北吉城クリーンセンター 12,004,615 16,892,749 16,668,809 
船津座 5,109,343 6,298,703 6,042,785 
道の駅宙ドーム 10,997,600 14,423,798 14,379,822 

合  計 113,136,250 150,261,204 147,689,558 
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